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【主要事業の概要】
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事業２
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【組織】
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果樹食品流通課

所 在 地 山梨県ＪＡ会館（甲府市飯田一丁目１番２０号） 電 話 番 号 ０５５－２３２－１５２７

出資順位 出資者名

【 法 人 の 概 要 】

代 表 者 名 会長　込山　博 所 管 部 （ 局 ） 課

815,782 千円 設 立 年 月 日資本金（基本財産） 　昭和４６年４月１日設立（平成１５年４月１日統合により名称変更）

E-mail ア ド レ ス

2 農協 339,650

出資額
1 山梨県

kajuan@vega.ocn.ne.jp

36.5 ％
4 連合会
3 積立金繰入 297,800 千円

33,300 千円

10.1 ％
千円

出資比率

41.6 ％

31,110 千円

82,700 千円

4.1 ％

1.8 ％
3.8 ％5 市町村

6 中央果実基金 15,000 千円

8 全農やまなし 3,750 千円
7 市場 10,347 千円 1.3 ％

0.5 ％
0.0 ％
0.0 ％

9
10 千円

千円

千円 0.0 ％

設 立
目 的
経 緯
概況等

当協会は、災害時における果樹経営安定資金の利子補給、青果物の価格安定対策、その他青果物の生産
振興及び需要拡大に資するための事業を実施し、果樹・野菜生産農家の経営安定を図ることを目的として
設立された。
現在、金利の低下により基金の運用益が減少したことから、管理費や運営費の削減及び過去の運用益の充
当で経営を維持している現状のため、経営の効率化と基金運用収益を確保しつつ、各種事業が確実に行え
るよう経営改善に取り組んでいる。

その他 54 団体（者） 2,125

主 な
出資者

事業費（単位：千円）
H１８年度 H１９年度 H２０年度

果実等生産出荷安定対
策事業〔H19年度～〕

各産地の果樹産地構造改革計画に基づ
き、地域の担い手が行う優良品種への改
植等への取組に対し、助成を行う。

主な事業名 内容

災害融資事業 気象災害を受け経営再建資金の必要な
果樹農家に対し、農協が行う貸付金に対
する利子補給並びに経営安定資金の貸
付。
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理事（常勤）

監事（非常勤）
評議員

監事（常勤）
理事（非常勤）
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職員

管理職 0
14 0 1 00
0

2 2一般職員 22 22
0臨時職員 0 0

1 1非常勤職員 1 11 1
00 1 0 3 2 0 12

プロパー職員の年
齢構成
（H２２．４．１現在）

年齢 ～２０ ２１～３０

女性 1

12 0

合計 0 1

男性

計 3
５１～６０ ６１歳以上

0 3
４１～５０３１～４０ 平均年齢合計

21

21 0 0 0
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果実価格安定対策事業
および

野菜価格安定事業

加工原料用モモの取引価格が著しく低下した
場合に生産者に補給金を交付するための資
金造成及び補給金の交付。および主要野菜の
市場価格が基準値を下回った際に、価格補填
を行うための資金造成及び補償金の交付。
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【経営の状況】 （単位：千円）
１８年度 １９年度 ２０年度 増減（２０－１９）

4,853 6,177 7,860 1,683
0
0

3,391 3,357 3,390 33
0

70,990 36,995 54,358 17,363
39,681 23,318 40,120 16,802

118,915 69,847 105,728 35,881
事業費 107,737 57,902 91,993 34,091

うち人件費 0
管理費 14,886 14,288 14,150 △ 138

うち人件費 11,790 11,307 11,514 207
経常支出　計　 122,623 72,190 106,143 33,953

△ 3,708 △ 2,343 △ 415 1,928
0

77 77
0 0 △ 77 △ 77

△ 3,708 △ 2,343 △ 492 1,851
889,051 884,821 882,476 △ 2,345
885,343 882,478 881,984 △ 494

（単位：千円）
１８年度 １９年度 ２０年度 増減（２０－１９）

64,758 5,817 3,794 △ 2,023
848,648 914,803 924,343 9,540
913,406 920,620 928,137 7,517
24,021 4,877 3,095 △ 1,782

0
4,564 33,267 43,058 9,791

0
28,585 38,144 46,153 8,009

884,821 882,476 881,984 △ 492
うち基本財産への充当額 843,303 843,303 843,253 △ 50
うち特定資産への充当額 40,485 37,941 37,727 △ 214

（単位：千円）
１８年度 １９年度 ２０年度 増減（２０－１９）

0
人件費（派遣法）補助金 0
人件費（派遣法以外）補助金 0
人件費以外の補助金 0

0 0 0 0
0

0 0 0 0
人件費（派遣法）委託金 0
人件費（派遣法以外）委託金 0
人件費以外の委託金 0

委託金　計 0 0 0 0
0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0
0
0

【県の財政的関与の内容・目的】

県貸付金残高

資産　計
流動負債

うち短期借入金

正味財産

正味財産期末残高

項　　　　　目

固定資産

正味財産期首残高

項　　　　　目
基本財産運用益

県支出金　計

運営費補助金
事業費補助金

補助金　計

項　　　　　目
負担金

受取会費

経常外支出

県債務負担実際残高

受取寄付金
受託事業収益
自主事業収益
受取補助金等
雑収益

経常収入　計

当期経常増減額
経常外収入

当期正味財産増減額

内容・目的

正
味
財
産
の
状
況

財
務
状
況

県
の
財
政
的
関
与
の
状
況

固定負債
うち長期借入金

負債　計

当期経常外増減額

流動資産

県の財政的関与の割合（％）

（社）山梨県青果物経営安定基金協会

債務負担行為

該当なし

該当なし

項目

補助金
（運営費）

該当なし

委託金
該当なし

補助金
（事業費）



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目的適合性 4 16 13 81.3%

計画性 5 20 19 95.0%

組織運営の
適正性 4 15 12 80.0%

財務状況 11 44 26 59.1%

効率性 7 28 15 53.6%

合計 31 123 85 69.1%

【警戒指標】

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

対応策

○管理費等の抑制に努める。
○効率良い預け替えをすすめ、基金運用益の確保に努める。

重要な意志決定は理事会の決議により実施することとなっている。チェック体制として、監事による
監査を毎年実施している。

単年度収支が改善方向へ向かっている。引き続き管理費等を削減しながら堅実な基金運用による
財源の確保に引き続き努めていく。

管理費等の抑制に努める。
積極的な事業推進を図る。

単年度収支は改善方向へ向かっている。
今後も継続的に管理費の抑制に努めるとともに、基金運用益の確保による経営安定を目指す。

財務状況

効率性

総合的評価

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目
的と適合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に
事業運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に
整備、運用され、かつ情報公開による透明性
の確保が適切であるかを問う視点

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視
点

出資法人の組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されているかを問
う視点

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

青果物生産農家の経営安定を目的に、災害時における果樹経営安定資金の利子補給、青果物の
価格安定対策、経営支援対策等を行い、農家の経営安定に寄与している。

年次事業計画を策定し、関係機関と連携しながら、計画に基づいた事業の進捗状況管理を行って
いる。

経営評価レーダーチャート
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

【総合評価】：（経営評価委員会、経営評価アドバイザーによる総合評価）

【総合所見等に対する今後の対応方針】

今後更なる改
善、見直しを
行うべき視点

    目的適合性    　計画性  　 　組織運営の適正性   　　財務状況   　　効率性　　　　　　

Ｃ
（５０％～６０％）

Ｄ
（～５０％）

目的適合性

災害融資事業、価格安定対策、経営支援対策など本県農家の経営安定を図るため事業を実施
しており、設立目的に適合している。

計画性

年次事業計画および経営改善計画を策定し、事業運営に取り組んでいる。

組織運営の
適正性

必要最少人員での組織体制としている。また、重要な意志決定は理事会の決議により実施する
とともに、外部による監査を毎年度受け、その指摘事項に基づき改善措置を講じている。

財務状況

単年度収支の均衡を図るべく、管理経費の一層の削減に努めるとともに、基金運用益の確保を
図る。

効率性
管理費等の削減等により効率性の向上を図る必要がある。

総合的評価

災害融資事業、価格安定事業、経営支援対策事業を行うなど、農家の経営安定を図るためには
必要な法人である。
今後も管理費等の削減を行いながら、公益社団への移行を視野に、安定的な経営をしていく必
要がある。

　単年度収支は依然赤字であるが、改善方向にある。今後は新たに策定した「経営計画（平成２１～２３年度）」
に基づき、管理経費等の節減を徹底するとともに、基金運用益の着実な確保による経営の安定化に取り組む。

総 合 的 所 見

※ ラ ン ク 下
の ％ は 得 点
率 の 範 囲

・果樹及び野菜価格安定事業等は中央団体補助や農協等生産者負担金を財源とし、管理経費
は基金等の運用益を財源としている。しかし、昨今の基金運用金利の低迷から、赤字経営が続
き、財務状況や効率性で低い評価となっている。
・平成１８年度には、経営計画を策定し、赤字体質からの脱却を目指し、コスト縮減に努めている
が、未だ明確な効果が表れていない。
・管理運営費の一層の削減や経営改善に取り組む必要がある。

Ａ
（７５％～）

Ｂ
（６０％～７５％）


